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１．はじめに 

大規模な地震が発生した際には，沿岸部に位置する下

水処理施設が津波・液状化等の被害を受けて機能しなく

なる事態と，避難所等の仮設トイレにおける相当量のし

尿汲み取り需要が生じる事態の２つが同時に発生する可

能性がある。実際に 2011 年の東日本大震災では，沿岸部

の下水処理施設が津波による長期的な機能不全に陥り，

災害時における都市部のトイレ問題がクローズアップさ

れた。南海トラフ地震の被害想定・避難者数等の規模を

見ると，仮設トイレからの大量のし尿汲み取りが必要に

なる点が懸念される。こうした災害時のし尿汲み取り需

要が生じた場合，平常時に別途バキューム車で浄化槽汚

泥等を受け入れているサブシステム（し尿処理システム）

や，県外の処理施設によるバックアップ体制が重要とな

る。そこで本稿では，南海トラフ地震の想定被害が大き

いＡ県，Ｓ県，Ｋ県を対象とし，災害時における仮設ト

イレでのし尿収集必要量を試算した上で，現有し尿処理

施設の余裕量から仮設トイレ分の受入れ可能量を推定し，

対象３県の「代替可能性」（災害時におけるし尿の受入れ

にどれくらい貢献できるのか）を比較考察する。さらに，

県外への輸送処理が必要になる事態を想定し，広域輸送

体制の「中継拠点」となる箇所の選定方法を提案する。 

 

２．仮設トイレでのし尿汲み取り必要量の算定と代替 

可能性の三県比較 

本稿では南海トラフ地震を対象とし，環境省が公表し

ている「避難所ごみの発生量，し尿収集必要量の推計方

法」で示された算定式１）を用いて，災害時におけるし尿

収集必要量を推計した。なお，計算には環境省が公表し

ている平成25年度の一般廃棄物処理実態調査結果の数値

を使用した。また，避難者数及び上水道断水率は平成 26

年度Ａ県防災会議にて公表された数値，Ｓ県第４次地震

被害想定，Ｋ県庁の南海トラフ地震による被害想定にて

公表されている数値を使用した。次に，現在整備されて

いるし尿処理施設の処理能力を把握し，災害時における

し尿処理施設の代替可能性を検討した。 

Ａ県，Ｓ県及びＫ県の平常時における処理実績値，災

害時におけるし尿収集必要量，並びに施設の余裕量を県

毎に集計した。図-1は，余裕量と処理実績値を合算した

値（各県における左側の棒グラフ）が，し尿収集必要量

のどれくらいに相当するのかを比較した結果である。対

象の３県においては，想定地震発生時には平常時のし尿

処理量（実績値）の 1.1～2.2 倍程度のし尿収集必要量が

発生することが明らかになった。とくに，Ａ県及びＳ県

の場合，災害時の収集必要量がし尿処理システムの許容

量を大きく上回っている。Ａ県における施設の余裕量は，

し尿収集必要量の 16.7％に相当する等，し尿処理施設の

代替可能性を計算した結果，1/6 から 1/4 程度のバックア

ップ能力は現行のし尿処理施設に期待できることが示唆

された。都市部ではトイレの水洗化が進展し，バキュー

ム車による汲み取りが必要な世帯数は多くないと考えら

れる。過密都市を対象に同様の試算を行うと，代替可能

性は数％と僅かであったことから，平常時の効率性の高

さに反し，都市部での震災時の脆弱性が示唆される。以

上の試算結果から，被害規模が大きい場合にはより広域

的な県外との連携が必要であることが明らかとなった。 

 

３．し尿の広域輸送体制における中継拠点の検討 

本研究では数理計画問題の一つである「k-メディアン

問題」を応用し，中継拠点の最適配置に関する検討を行

図-1 し尿処理システムの代替可能性の比較 

単位：[kL/日]
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った。k-メディアン問題は，工場，病院，郵便ポスト等

の種々の施設の立地計画において，どのような配置にす

れば顧客の利便性を高めることができるのかといった最

適化問題として知らており，この問題を定式化すると式

(1)から式(6)までのようになる２）。ここで，係数 cij は施

設間の距離，変数 xij は施設 i のし尿を中継拠点 j に運搬

するとき「1」，それ以外のとき「0」とする 0-1 変数，並

びに変数 yj は施設 j を中継拠点にするとき「1」，それ以

外のとき「0」とする 0-1 変数である。施設総数を n とし，

し尿処理施設の位置は需要が発生する点であり，また中

継拠点として選択可能な位置であると仮定する。まず各

施設間を結び，施設間の自動車道路最短距離を Google 

MAP の経路検索機能によって求めた。また，市町村の地

震発生時におけるし尿収集必要量をエリア毎に合計し，

その数値を重要度として各エリア内の中継拠点候補地に

一律適用した。この施設間の距離及び重要度を利用して，

中継拠点を k 箇所選定する場合において，需要点から最

も近い中継拠点への重み付きの輸送距離（施設間の距離

cij に重要度を乗じた値）の総和が最小になるような位置

を求めた。本分析では Python を用いてプログラムを記述

し，計算の実行には Gurobi Optimizer V.6.0 を用いた。 

以下に，対象３県の中で収集必要量の最も多いＡ県に

着目し，図-2に示す候補から最適な拠点を選択した結果

を表-1に示す。Ａ県の場合，Ｎ市における災害時のし尿

収集必要量（2351[kL/日]）が他市（1～398[kL/日]）と

比較して非常に大きく，Ｎ市のし尿収集必要量の大きさ

を考慮した中継拠点の整備が輸送効率性を向上させる上

での鍵を握る。施設間の距離のみを考慮した場合（case1）

と，距離に加えて重要度を考慮した場合（case2）を比較

すると，両者に共通して選択される施設（例えば k=5 の

時，3，10 及び 17）がある一方，前者では選択された施

設（7 及び 23）が後者では異なる施設（22 及び 27）が選

択された。重要度を考慮して選定を行った結果，エリア a

に近い拠点が選択されるという特徴が見られ，収集必要

量に応じた中継拠点の計画代替案が得られた。 

 

４．おわりに 

本稿では，南海トラフ地震発生時におけるし尿収集必

要量を試算し，これを受け入れる対象施設の代替可能性

についてＡ県，Ｓ県及びＫ県を対象に比較考察した。平

常時では下水処理の「サブシステム」に位置づけられる

し尿処理施設は，災害時のバックアップ施設として貢献

することが示唆された。また，広域輸送における中継拠

点の最適化分析の結果，し尿収集必要量の重み付けの有

無を比較する等の数理モデルによるアプローチは，施設

配置の具体的な計画において有用であると判断される。

今後の課題として，中継拠点となる施設をいくつ整備す

るのが最適なのかを求める問題や，県外施設の条件を考

慮に入れた計算にも取り組んで行く必要があると考える。 
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図-2 Ａ県における中継拠点の候補地 

（図中の赤丸は case1 における k=5 の最適解） 

表-1 最適解の比較 
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図中の括弧内の値は，各エリアの
「重要度」（し尿収集必要量の重み）
を表す。

N市

1
2
3
4
5
6

3,10,17,23
3,10,23
8,23
15

3,10,17,23
3,15,23
8,23
19

case 2case 1

最適な中継拠点
設置数:k

3,7,10,13,17,23 3,10,17,22,24,27
3,10,17,22,273,7,10,17,23
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